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国立大学法人東京医科歯科大学 中期目標・中期計画一覧表

中 期 目 標 中 期 計 画

（前文）大学の基本的な目標

東京医科歯科大学の基本的目標
１ 世界水準の医歯学系総合大学院重点大学として研究機能を一層強化する。
２ 四大学連合を活用し、複合領域における研究、教育連携を深める。
３ 教養教育の一層の充実を図り、人間性豊かな医療人の育成に努める。
４ 自己問題提起・解決型の創造的人間の養成を図る。
５ 国際性豊かな医療人・世界的競争に打ち勝つことのできる研究者の養成を図る。
６ 高度先進医療と社会貢献の拠点としての病院機能の強化に努める。
７ 患者中心の医療を実践する人材を育成するための医学・歯学教育プログラムの研究開発を推進する。
８ 国際化に即応した外国語教育や交換留学生制度のための取り組みを推進する。

Ⅰ 中期目標の期間及び教育研究上の基本組織
１ 中期目標の期間

平成１６年４月１日から平成２２年３月３１日までとする。

２ 教育研究上の基本組織
この中期目標を達成するため、別表に記載する学部、研究科

及び附置研究所を置く。

Ⅱ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 教育に関する目標 １ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育の成果に関する目標 （１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

○学士課程 ○学士課程
・幅広い教養と複合的な視野を育成する。 ・教養教育については教養部で実施し、人文・社会・自然科学分野から幅広い科目選択が可能
・論理的思考能力と自発的、自立的な課題探求能力を育成する。なカリキュラム編成を行うとともに履修指導を充実する。
・国際化・情報化にふさわしい表現技能を育成する。 ・自己問題発見解決型の授業形態の実施や国際化・情報化に対応した教育内容などの充実を図
・医療人としての倫理観を育成する。 る。
・科学的探求心を持ち、国際的・学際的に活躍できる人材を育 ・入学時から医療人としての動機づけを行うための教育内容の充実を図る。
成する。 ・教養部・学部間における教育内容の一貫性の向上を図るとともに、教育内容の充実を図る。
・医療専門職に必要な基礎と臨床の総合的能力の向上を図る。 ・学部間や国内外の他大学と連携した専門教育体制の充実を図る。
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・大学院教育と一貫した教育体制の充実を図る。

○大学院課程 ○大学院課程
・深い専門性と高度な技術を習得した、国際性、創造性豊かな ・海外提携大学との学生交流を進める。
人材を育成する。 ・短期の専門教育を目的とした公開連続講座、社会人大学院を充実する。
・社会に開かれた大学院として生涯教育のための機会を提供す ・研究科内あるいは研究科間における横断的教育研究体制の充実を図る。
る。 ・四大学連合による学際分野における教育研究を促進するとともに、体制の構築を整備する。
【医歯学総合研究科】 ・実践的研究能力を育成するため、コース並びにカリキュラムの整備を図る。
・医歯学における臨床志向型研究者及び学際型研究者を育成す
る。
【保健衛生学研究科】
・看護学・検査学の分野における研究者、看護実践分野及び行
政分野における指導者を育成する。
【生命情報科学教育部】
・生命科学・生命情報の分野における研究者及び関連領域の産
業人を養成する。

○教育の成果・効果の検証 ○教育の成果・効果の検証に関する方策
・多様かつ多段階からなる教育の成果・効果の検証を行う。 ・教育の成果・効果の検証等を継続的に行うとともに、学部、大学院学生の教育指導体制を充

実する。
・教育の成果・効果の検証結果については広く公表する。

（２）教育内容等に関する目標 （２）教育内容等に関する目標を達成するための措置

○アドミッションポリシーに関する基本方針 ○アドミッションポリシーに応じた入学者選抜を実現するための具体的方策
・医療人としての使命感を有する、国際的視野に立った教育者、・本学の教育理念に基づく使命感、勉学意欲を持った学生、優秀かつ高い研究指向を持つ学生
研究者、職業人となる人材を創生する。 の確保に努める。

○教育課程に関する基本方針 ○教育理念に応じた教育課程を編成するための具体的方策
・教育理念に基づく優れた人材の育成を図る。 ・教養教育、専門教育、基礎及び臨床の教員が互いに協力して魅力ある独自の教育プログラム

をデザインし、それに沿った実効ある教育を実施する。
・教育プログラムについては不断の点検・整備を行う。
・「四大学連合憲章」に基づく魅力ある独自の教育プログラムを整備する。

○教育方法に関する基本方針 ○授業形態、学習指導法等に関する具体的方策
・高度の専門教育を実施できるような効率的な授業形態の構築 ・体験・実習を重視し、学生自身に医療人としての心構え、使命感、倫理観を持たせるための
などを積極的に推進する。 教育体制を充実する。

○成績評価に関する基本方針 ○適切な成績評価等の実施に関する具体的方策
・医療人養成の観点から厳正・適正な評価を行う。 ・客観的評価基準を整備する。
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・教員のＦＤ研修の実施を積極的に進める。
・臨床実習に関する成績評価についても評価法や評価体制の点検、整備を行う。
・成績評価システムの点検と改善を常に行う。

（３）教育の実施体制等に関する目標 （３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

○教職員の配置 ○適切な教職員の配置等に関する具体的方策
教育の実施体制の充実を図る。 ・教育能力を重視した教員を広く公募選考するとともに、適正配置のための全学的な組織改革

計画を策定し、実施する。

○教育環境の整備 ○教育に必要な設備､図書館､情報ネットワーク等の活用･整備の具体的方策
より充実した教育環境を構築する。 ・図書館の充実とともに、多様なメディアを活用した教育体制の充実を図る。

・教育資源の有効活用を図るため、機能を集約する。

○教育の質の改善のためのシステム ○教育活動の評価及び評価結果を質の改善につなげるための具体的方策
教員の教育能力の向上を図る。 ・教員に対する教育業績評価システムのあり方、教育能力の向上への活用方法等について検討

を進める。

【全国共同利用施設医歯学教育システム研究センター】
・全国共同利用施設として、全国標準の医学・歯学教育プログ ・医学・歯学教育のシラバス・カリキュラムの調査を行う。
ラムの研究開発を推進する。 ・モデル・コア・カリキュラムの改善のための調査研究を行う。
・全国共用の客観的学習評価システムの導入・実施・評価に関 ・学習知識と技能に関する到達度評価方法の調査研究・開発を行う。
する研究開発を行い、全国の医歯学教育の場に提供する。 ・共用試験実施機構における全国共用試験（ＣＢＴとＯＳＣＥ）の実施を支援する。

（４）学生への支援に関する目標 （４）学生への支援に関する目標を達成するための措置

・学生が、充実した学生生活を送るための学習支援・生活支援 ○支援体制
体制等の環境の充実を図る。 ・学生サービス部門の充実など支援環境の整備を進める。

○修学・生活相談、健康管理
・修学、生活及びセクハラ等各種相談の方法や窓口体制の充実及び保健管理センターを中心と
した健康指導・管理の充実を図る。

○就職・修学・経済支援
・就職情報提供の見直し、就職相談窓口の設置及び就職ガイダンス等を定期的に実施するなど
就職活動支援の強化を図る。
・他大学との連携も含めた学生寮の整備のあり方について検討する。
・課外活動施設及び大学所有の研修施設の充実を図る。
・大学全体の奨学制度の検討を進める。
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・子供のいる学生に対する支援として保育環境などの検討を進める。

○留学生支援
・日本語教育、医歯学英語教育（日本人学生も含む）、ホームページ等を利用した修学相談など
学習支援の充実を図る。
・カウンセリングやアドバイジングなど派遣及び受入れ学生の生活相談の充実を図る。
・留学生用住居の確保等、経済的生活支援の方策を検討する。

２ 研究に関する目標 ２ 研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標 （１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

○目指すべき研究水準 ○目指すべき研究水準を達成するための措置
・健康増進、予防医学・医療など罹患そのものを防ぐ２１世紀 ・研究者の受け入れ環境を整え、国際的に優秀な研究者を確保できる体制を構築する。
型医学・医療、歯学・歯科医療、生命科学研究を推進するとと ・社会的に要請の高い重点領域分野の研究を推進する。
もに、国際的な研究拠点の形成を図る。 ・２１世紀ＣＯＥプログラムを中心として国際的な研究拠点の形成を図る。

・先端研究拠点事業を推進し、先進国との有機的な研究の連携を図る。

○成果の社会への還元等 ○成果の社会への還元に関する具体的方策
・臨床応用を目指した研究を推進する。 ・優れた研究成果を広く公表するとともに、政府、諸医療機関、国際機関等を通じて積極的に
・研究成果を広く社会に発信するとともに、臨床医学や医療産 貢献していく。
業への応用を推進する。 ・研究成果を産学連携や医療に結びつける体制を整える。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標 （２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

○研究者の配置 ○適切な研究者等の配置に関する具体的方策
・研究を推進するに相応しい研究者を配置する。 ・学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制を継続的に見直し、弾力的な体制の整備のあり

方についての検討を進める。
・海外からの研究者も含めた研究スタッフの充実を図り、国際的な研究拠点を形成できる体制
を構築する。
・最先端の研究を可能とする研究スタッフを確保できる体制を整備する。

○研究環境の整備 ○研究資金の配分システムに関する具体的方策
・多様なニーズに応える学術研究を支える組織と環境を整え ・戦略的・先導的研究活動の活性化を促進するための体制の整備を図る。
る。

○研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策
・研究支援組織として、全学共用の各センターのあり方を検討する。

○知的財産の創出等と社会への還元 ○知的財産の創出、取得、管理及び活用に関する具体的方策
・研究成果を知的財産として管理・運用して社会に貢献する。 ・知的財産ポリシーに基づいて本学の知的財産を管理・運用し、産業界への権利の移転・活用
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促進などを効率的に行っていく。

○研究の質の向上システム ○研究活動の評価及び評価結果を質の向上につなげるための具体的方策
・高度な研究を推進するため改善・評価システム等を整える。 ・研究組織及び個々の教員の研究活動、研究実施体制、教育・診療社会貢献等に関する客観的

な評価を実施する体制のあり方について検討する。
・自己点検と併せて外部評価を積極的に活用する。

３ その他の目標 ３ その他の目標を達成するための措置
（１）社会との連携、国際交流等に関する目標 （１）社会との連携、国際交流等に関する目標を達成するための措置

○社会との連携・協力 ○社会との連携協力のための方策
・社会からの多様なニーズにタイムリーに対応する。 ・大学が有する知識、情報、技能、問題解決能力などに対する社会の要請に応えるため、社会
・生涯学習を含めた社会の学習ニーズに対応する。 に開かれた窓口を整備する。

・知識･情報・技能の提供による付加価値の移転を積極的に実施する。
・医療制度改革に必要となる諸情報の収集及び提供のため、四大学連合を活用し、大学院教育
と連携した包括的な活動を行う。
・社会の学習ニーズを把握するとともに、四大学連合の枠組みや他の教育研究機関との連携を
活用して、包括的・横断的な生涯学習を実現する公開講座などを実施する。
・民間資金を活用した設備整備を導入のあり方について検討する。

○国際交流・協力 ○国際交流・協力のための方策
・海外からの、研究、教育、診療のニーズに対して、積極的に ・海外との研究、教育、診療における人的交流のあり方を検討し、その計画策定、実行のサポ
対応する。 ート、実績評価及び将来計画を管理するための体制の充実を図る。

・国際社会に研究成果、教育プログラムを発信するためのチャネルの設置を検討するなど、研
究教育実績の向上を目指す。

・留学生にかかる体制を充実する。 ・留学生教育環境の充実を図る。

（２）附属病院に関する目標 （２）附属病院に関する目標を達成するための措置

【医学部附属病院】 【医学部附属病院】

○管理運営体制の強化等
・管理運営体制を強化して、病院運営の効率化と財政基盤の充 ・病院長のリーダーシップを確立し、病院管理運営機能を強化して、効率的な病院運営を推進
実を図る。 するためのシステム及び運営体制の構築を図る。

・部門別原価計算等の管理会計システムの導入による経営効率化を推進する。
・施設・設備の効率的かつ計画的整備を図る。

○安全で良質な医療の提供
・患者中心の安全かつ良質な全人的医療を提供する。 ・患者及び医療従事者の安全管理体制を強化する。
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・患者支援体制の強化、情報公開等を行い患者サービスの向上を図る。
・国民の医療ニーズに即応できる柔軟な組織編成を可能とする体制を構築する。
・診療科枠を越えた患者中心の安全かつ全人的医療を提供する体制を構築する。
・一次あるいは二次医療機関との連携や患者への医療情報の提供により、医療の質の向上を図
る。

○臨床研究の推進と医療の高度化
・高度先進医療の開発と実践及び先端医療の導入を推進する。 ・医科と歯科との機能的連携を推進し医療の高度化を図る。

・研究成果の臨床への応用や先端医療の導入を進める。
・高度先進医療、専門的医療の実践のための体制整備を行う。

○良質な医療人の育成
・「豊かな人間性と高度な医療技術を兼ね備えた医療人」の育 ・職種毎の専門性に応じた教育・研修コースの整備を図る。
成を図る。 ・学外協力施設との連携を図り卒前臨床実習及び卒後の初期及び専門臨床研修の充実を図る。

・卒後臨床研修における多角的な評価システムの整備と体制を構築する。

【歯学部附属病院】 【歯学部附属病院】

○管理運営体制の強化等
・管理運営体制を強化して、病院運営の効率化と財政基盤の充 ・病院長のリーダーシップを確立し、病院管理運営機能を強化して、効率的な病院運営を推進
実を図る。 するためのシステム及び運営体制の構築を図る。

・部門別原価計算等の管理会計システムの導入による経営効率化を推進する。
・施設・設備の効率的かつ計画的整備を図る。

○安全で良質な歯科医療の提供
・患者中心の安全かつ質の高い歯科医療を提供する。 ・患者及び歯科医療従事者の安全管理体制を強化する。

・患者支援体制の充実、情報公開等を行い患者サービスの向上を図る。
・歯科診療組織の再編をするとともに診療支援職員の適正配置等を行って、歯科医療の質の向
上と、歯科診療の効率化を図る。

○臨床研究の推進と歯科医療の高度化
・高度先端歯科医療の開発と実践を進める。 ・医科と歯科との機能的連携を推進し歯科医療の高度化を図る。

・研究成果の臨床への応用や先端歯科医療の導入を進める。
・一般歯科医療では行われ難い難治性歯科疾患等への取り組みを継続して進める。
・歯科器材・薬品の開発･治験を行う体制を整備する。

○良質な歯科医療人の育成
・人間性豊かな歯科医療人の育成を図る。 ・臨床教育、生涯教育、臨床研究体制の充実を図る。

・卒前臨床実習、卒直後研修、生涯研修等、一貫した歯科医師及びコデンタルスタッフの教育･
研修システムを構築する。
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（３）研究所に関する目標 （３）研究所に関する目標を達成するための措置

【生体材料工学研究所】 【生体材料工学研究所】

○生体材料並びに生体工学に関する世界的先導研究拠点を目指 ・バイオマテリアル・バイオエンジニアリングに関する世界的最先端研究を実施する体制を構
す。 築する。

○生体材料工学に関する知的財産の創出並びに情報発信拠点と ・人材を含む研究資源を弾力的かつ機動的に活用し、研究基盤・支援体制の整備を図る。
して機能する。

○研究成果の医歯学への応用を図り、研究者育成を含む社会へ ・バイオマテリアル・バイオエンジニアリングに関する学際的基礎を深化させ、分子デバイス
の還元を推進する。 から人工臓器を包含する先端的応用研究を推進する。

【難治疾患研究所】 【難治疾患研究所】

○治療の困難な疾患の病因の基盤となるメカニズムの研究を推 ・難治疾患の病態生理学研究に対して、革新的かつ先端的な技術を常に導入し、かつ駆使して
進し、診断並びに治療に寄与する知見を社会に提供する。 解明する研究体制を構築する。

○我国における難治疾患・遺伝性疾患の研究・診断・治療の中 ・難治疾患克服の社会的ニーズに呼応した研究基盤を整備するとともに本学臨床各科と連携し、
心的な情報基盤を提供する拠点として機能する。 難治疾患・遺伝性疾患の研究・診療体制を支援する。

・難治疾患研究基盤と基礎生命科学基盤を融合した学際的研究を推進する。

○難治疾患研究を担う次世代の若手研究者を養成する研究の場 ・難治疾患研究の先端研究を担う若手研究者の育成を図る。
を確立する。

（４）附属学校に関する目標 （４）附属学校に関する目標を達成するための措置

○教育活動の基本方針
・豊かな人間性と専門職としての高い倫理観を有し、口腔保健 ・教育活動の基本方針に応じた教育内容を確認･整備の上、歯学部及び歯学部附属病院を中心と
学の高度な専門的知識と技能を備えた歯科医療従事者の育成を した各部局等との密接な連携体制の充実を図る。
図る。

○学校教育・運営体制
・学校の教育理念の実現にふさわしい教育･運営体制を構築す ・口腔保健分野における高度な教育研究体制のあり方について検討し、整備を図る。
る。
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Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 運営体制の改善に関する目標 １ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

○効率的な組織運営 ○効率的な組織運営のための方策
・効率的・機動的な組織運営体制を整備する。 ・全学的視点に立った経営戦略を企画・実施する運営体制を整備する。

・大学運営の意思決定に当たって調査・企画等に関して支援する体制の整備を図る。
・経営戦略に基づいた迅速な学部運営が可能となるよう、部局間の連絡調整の強化を図る。

○戦略的な学内資源配分の実現 ○戦略的な学内資源配分の実現のための方策
・全学的な経営戦略に立った運営、戦略的な学内資源配分の実 ・全学的視点から戦略的な学内資源配分を行う体制を構築する。
現等を目指す。 ・教育研究等の成果に基づく重点的な資源配分を推進する。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標 ２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

○教育研究組織の編成の見直し ○教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策
・教育研究組織のあり方について社会ニーズ、学術動向を踏ま ・教育、研究、診療それぞれの項目別の評価を行うとともに、教員、学生、患者といった様々
えた体制を構築する。 な視点からの評価を行うことで、教育・研究・診療組織の活性化に活用可能な評価システムの

導入を図る。
・上記の評価は、昇進、表彰、任期制に連動させ、優秀な人材の確保に努める。
・教育、研究、診療の各組織の在り方を検討し、最適な運営形態の実現を目指す。
・研究組織と診療組織との関係を明確にし、教育・研究・診療に係る教員の権限と責任の明確
化を図る。
・学生に対する総合的な指導の充実を図るための体制について検討する。

○教育研究組織の見直しの方向性
・海外の権威ある諸大学との連携などを推進し、国際的な競争力のある教育研究組織を構築す
る。
・在学中の学生評価のみならず、卒業生の追跡調査・評価を行うことにより、教育システムの
恒常的改善を図る。
・重点的研究テーマの推進体制等については、全学的な視点から戦略的に対応する。

３ 人事の適正化に関する目標 ３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

○人事の適正化 ○全職員共通の人事に関する目標達成のための措置
・人事の適正化に努め、効率的な大学運営を行う。 ・個人の業績を適切に評価し、評価結果を処遇に反映させるシステムを検討する。

・人件費の効率的運用のための全学的視点からの人件費管理を実施する。

○教員の人事に関する目標達成のための措置
・教員の公募制の拡大を図る。
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・任期制の導入を促進する。
・人件費の効率的運用及び人材の有効活用を検討する。
・国内外の世界的な教育・研究者等の受け入れを促進するための環境の充実を図り、その制度
については弾力的運用を図る。

○その他の職員の人事に関する目標達成のための措置
・職員の能力開発、専門性の向上のため、研修の充実を図る。
・公募制がなじむ職種については公募による任用を検討する。
・柔軟な勤務時間制度の導入等の多様な人事制度の整備を検討する。
・専門性を有する特定職種については、人材の計画的な養成を図る。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標 ４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

○事務組織の見直し ○事務組織編成の方策
・教育･研究･診療体制への柔軟且つ速やかな対応を目指す。 ・大学運営の企画立案等に適切に応対し、大学運営に積極的に参加可能な事務組織の編成、職

員の配置を図る。
・特化した方針等に対する集中的な支援を可能とするため、適切な事務組織の編成・職員の配
置を図る。
・組織業務の恒常的な見直しを行い、効率的な組織の編成・職員配置等を図る。

○事務職員の専門性向上 ○事務職員の専門性向上のための方策
・事務職員の大学運営・企画へ積極的参画を目指す。 ・教員・学生・患者等への十分な支援を可能とすべく、事務職員の専門性の向上を図る。

・知財の管理・国際交流・研究支援を可能とすべく、事務職員の専門性の向上を図る。
・採用・人事交流等を見直すとともに、在職者の専門研修の充実を図る。

○事務処理の合理化・効率化 ○事務処理の合理化・効率化のための方策
・業務の合理化・効率化のため、経費の節減、効率的な施設・ ・業務に応じた権限の委任等の見直しを行うなど、合理的・効率的な業務運営を図る。
整備の運営を図る。 ・外部委託が適切と判断される業務については、外部委託を一層推進する。

・事務の電子情報化を全学的観点から推進することにより合理化・効率化を行う。

Ⅳ 財務内容の改善に関する目標 Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標 １ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

○科学研究費補助金等の確保 ○科学研究費補助金、受託研究、奨学寄付金等外部資金増加に関する具体的方策
・外部資金の獲得・増加に努める。 ・学内研究組織体の連携、融合化を図ることにより、横断的な研究プロジェクトを編成する。

・資金プログラムの周知徹底を図るとともに、支援体制を充実し、資金の獲得を図る。
・産学連携推進体制の充実を図り、本学の研究内容の認知度を高め、受託研究、共同研究、治
験等を確保する。
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○附属病院収入の確保 ○収入を伴う事業の実施に関する具体的方策
・附属病院運営の効率化などにより、収入の増加に努める。 ・医療の高度化を図り病院運営の効率化、私費料金等の見直し等により病院収入の２％相当額

程度の増収等による経営改善を図る。

○知的財産権の活用
・知的財産権の権利化などにより、収入の増加に努める。 ・知的財産本部を中心に知的財産権の権利化を促進し、特許実施料収入等の増額を図る方策を

検討する。

２ 経費の抑制に関する目標 ２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

○経費の抑制 ○管理的経費の抑制に関する具体的方策
・事業業務の集約化・合理化、外部委託を促進する。 ・事務の効率化及び専門性の確保の観点から、外部委託可能な業務を検討し、効果的な外部委
・各種資源の費消に対する個別意識の啓蒙をはかり節減を促進 託を行う。
する。 ・各部局で管理的経費の自己管理を実施することにより、経費節減に対する意識啓発を行う。
・「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定） ・設備の共同利用化、一元管理を推進し、効率的活用を図ることで経費を抑制する。
において示された総人件費改革の実行計画を踏まえ、人件費削 ・上記の具体的方策を行うことで、一般管理費の１％以上の削減に努める。
減の取組を行う。

○人件費の抑制に関する具体的方策
・総人件費改革の実行計画を踏まえ、平成２１年度までに概ね４％の人件費の削減を図る。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 ３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

○資産の運用管理 ○財源の多様化に関する方策
・全学的且つ経営的視野に立った効率的・効果的な運用を図 ・種々の財源の確保を図る。
る。

○資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策
・既存資産の調査及び評価を行うとともにデータベースを構築し効率的・効果的な運用を行う。
・資産の効率的･効果的運用を確実にするための実施体制を整備するとともに関係規程の整備を
行う。
・経営的視点に立ち、十分な危機管理対策を考慮した資産運用計画を策定し、資産の効率的、
効果的な運用を行う。

○本学の着実な発展を確保するため、必要となる資産の危機管理対策の確立
・自然災害や事故災害などのリスクの発生の可能性の把握及びその予防的措置を実施する。
・リスクによる被害を最小にするための事後対処法を確立する。

Ⅴ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目 Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置
標
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１ 評価の充実に関する目標 １ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

○評価の改善 ○自己点検・評価の改善に関する具体的方策
・評価結果を適切に整理・公表する。 ・全学的な自己点検・評価及び外部評価のシステムに関する検討を行い、社会に対する説明責

任を果たすべく、自己点検・評価及び外部評価の厳正な実施と評価システムの改善充実を行い、
適切な評価を実施する。
・社会に対する説明責任を確保できるよう、インターネットの活用等、評価結果を社会一般に
対しわかりやすく公表するための手法を検討し、適切な公表を行う。

○評価結果の活用 ○評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策
・評価結果を適切に活用する。 ・評価結果を、大学運営（中期計画・中期目標、資源配分その他教員に対する支援方策、設備

の整備等）に係る各検討組織の審議に適切に反映するためのシステムを構築し、運用する。
・教職員各自の改善の取組に資するよう、評価を通じて得られた大学運営の状況や問題点を各
教職員に周知する。
・評価結果のフィードバック体制の改善を図るため、評価結果の活用状況の検証を行う。

２ 情報公開等の推進に関する目標 ２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

○情報公開の推進 ○大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策
・学外への積極的な情報発信を行う。 ・大学情報を収集・管理し、適切に分析するためのシステムの導入を図る。

・中期目標、中期計画、年度計画、財務内容、組織・管理運営に関する情報の公開を行う。
・入試情報、公開講座等に関する情報を積極的に発信する。
・研究者総覧データベースを充実（キーワード検索･英語版データベースの構築）する。
・大学公式ホームページを充実（英語版ホームページの充実）する。
・広報体制を見直し、その充実を図る。

Ⅵ その他業務運営に関する重要目標 Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標 １ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

○必要な教育研究基盤の確保と施設等の有効活用の推進 ○施設等の有効活用に関する具体的方策
・点検・評価を踏まえた既存施設の有効活用・活性化を図る ・点検・評価に基づく全学的かつ経営的視点に立った合理的な施設運用及び機能確保を行う。
・施設の長期的利用を可能とする維持管理の充実を図る。 ・全学または部局等で共有する流動的・弾力的利用のできる教育研究スペースを確保する。
・教育研究の変化に対応可能な共用スペースを確保する。

○施設等の維持管理に関する具体的方策
・施設の機能及び安全性・信頼性を長期にわたって確保するため、予防的対応も含む総合的な
点検・保守・修繕等を計画的・効果的に実施する。

○施設等の整備に関する具体的方策
・大学院施設の狭隘解消、卓越した研究拠点施設、老朽施設の改善、先端医療及び先端歯科医
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療に対応した大学附属病院施設、教育研究活動を支える施設等の整備計画（既存再整備計画含
む）を策定し実施する。
・国際化、情報化の進展及び実験研究の高度化等に対応した施設整備計画を策定し実施する。
・産学官連携等、社会との連携を図る施設整備計画を策定し、実施する。
・自己財源の確保や新たな整備手法を導入した施設整備を推進する。
・組織の流動化に対応したスペースを確保する上で必要となる具体的な措置を行う。
・安全（耐震性能の確保等）と環境への配慮やバリアフリー対策等に関する計画の策定及び実
施による人にやさしいキャンパスづくりを推進する。

２ 安全管理に関する目標 ２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

○安全管理体制 ○労働安全衛生法に基づく健康安全管理組織体制を新たに構築するとともにその体制を点検及
・国立大学法人化における安全管理体制の確立並びに安全性・ び整備する。
信頼性のある教育研究環境を確保する。

○施設等の安全性及び信頼性の確保並びに環境安全対策を推進するための実施体制を構築する
とともに、施設等の点検・評価を実施する。
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Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１ 予 算

平成１６年度～平成２１年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

収入

運営費交付金 106,574

施設整備費補助金 11,687

施設整備資金貸付金償還時補助金 1,590

国立大学財務・経営センター施設費交付金 0

自己収入 122,222

授業料及入学金検定料収入 10,144

附属病院収入 111,437

財産処分収入 0

雑収入 641

産学連携等研究収入及び寄付金収入等 6,894

長期借入金収入 0

計 248,967

支出

業務費 195,584

教育研究経費 82,784

診療経費 101,435

一般管理費 11,365

施設整備費 11,687

産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 6,894

長期借入金償還金 34,802

計 248,967

［人件費の見積り］

中期目標期間中総額９９，５６８百万円を支出する。（退職手当は除く）

注）人件費の見積りについては、１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ試算してい

る。

注）退職手当については、国立大学法人東京医科歯科大学職員退職手当規則及び国立大学法人東

京医科歯科大学役員退職手当規則に基づいて支給することとするが、運営費交付金として措置

される額については、各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職手当法に準じて算定

される。

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。

［運営費交付金の算定ルール］

国立大学法人の運営費交付金算定ルｰル

○毎事業年度に交付する運営費交付金については､以下の事業区分に基づき､それぞれの対応する

数式により算定したもので決定する｡

I〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕

①｢一般管理費｣:管理運営に必要な職員(役員含む)の人件費相当額及び管理運営経費の総額｡L(y-

1)は直前の事業年度におけるL(y)｡

②｢学部･大学院教育研究経費｣:学部･大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件費相

当額及び教育研究経費の総額｡D(y-1)は直前の事業年度におけるD(y)｡(D(x)は､設置基準に基づく

教員にかかる給与費相当額｡)

③｢附属学校教育研究経費｣:附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人件費相当額及ぴ

教育研究経費の総額｡D(y-1)は直前の事業年度におけるD(y)｡(D(x)は､標準法に基づく教員にかか
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る給与費相当額｡)

④｢教育等施設基盤経費｣:教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる

経費｡F(y-1)は直前の事業年度におけるF(y)｡

〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕

⑤｢入学料収入｣:当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額｡(平成15年度入学

料免除率で算出される免除相当額については除外)

⑥｢授業料収入｣:当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額｡(平成15年度授業

料免除率で算出される免除相当額については除外)

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕

⑦｢学部･大学院教育研究経費｣:学部･大学院の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の人

件費相当額及び教育研究経費の総額｡D(y-1)は直前の事業年度におけるD(y)｡

⑧｢附属学校教育研究経費｣:附属学校の教育研究活動の実態に応じて必要となる教職員の人件費

相当額及び教育研究経費の総額｡D(y-1)は直前の事業年度におけるD(y)｡

⑨｢教育研究診療経費｣:附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教

育研究診療経費の総額｡E(y-1)は直前の事業年度におけるE(y)｡

⑩｢附置研究所経費｣:附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の

総額｡E(y-1)は直前の事業年度におけるE(y)｡

⑪｢附属施設等経費｣:附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総

額｡E(y-1)は直前の事業年度におけるE(y)｡

⑫｢特別教育研究経費｣:特別教育研究経費として､当該事業年度において措置する経費｡

⑬｢特殊要因経費｣:特殊要因経費として､当該事業年度に措置する経費｡

〔特定運営費交付金対象収入〕

⑭｢その他収入｣:検定料収入､入学料収入(入学定員超過分)､授業料収入(収容定員超過分)､雑収

入｡平成16年度予算額を基準とし､中期計画期間中は同額｡

Ⅲ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕

⑮｢一般診療経費｣:附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相当額及び一般診療経費の総額｡

平成16年度予算額を基準とし､中期計画期間中は同額｡

⑯｢債務償還経費｣:債務償還経費として､当該事業年度において措置する経費｡

⑰｢附属病院特殊要因経費｣:附属病院特殊要因経費として､当該事業年度に措置する経費｡

〔附属病院運営費交付金対象収入〕

⑱｢附属病院収入｣:附属病院収入｡J(y-1)は直前の事業年度におけるJ(y)｡

運営費交付金=A(y)十B(y)十C(y)

1．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金につ

いては､以下の数式により決定する｡

A(y)=D(y)十E(y)十F(y)十G(y)－H(y)

(1)D(y)={D(y-1)xβ(係数)xγ(係数)一D(x)}xα(係数)十D(x)

(2)E(y)=E(y-1)xβ(係数)xα(係数)

(3)F(y)=F(y-1)xα(係数)±ε(施設面積調整額)

(4)G(y)=G(y)

(5)H(y)=H(y)

D(y):学部･大学院教育研究経費(②､⑦)､附属学校教育研究経費(③･⑧)を対象｡

E(y):教育研究診療経費(⑨)､附置研究所経費(⑩)､附属施設等経費(⑪)を対象｡

F(y):教育等施設基盤経費(④)を対象｡

G(y):特別教育研究経費(⑫)を対象｡

H(y):入学料収入(⑤)､授業料収入(⑥)､その他収入(⑭)を対象｡

2.毎事業年度の診療経費にかかる附属病院運営費交付金については､以下の数式により決定する｡

B(y)=I(y)一J(y)

(1)I(y)=I(y)

(2)J(y)=J(y-1)十K(y)

[K(y)=J'(y)xλ(係数)一J'(y)]
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〔その他〕附属病院運営費交付金算定ルｰルは､診療分の運営費交付金を受ける附属病院のみ適用｡

I(y):一般診療経費(⑮)､債務償還経費(⑯)､附属病院特殊要因経費(⑰)を対象｡

J(y):附属病院収入(⑱)を対象｡(J'(y)は､平成16年度附属病院収入予算額｡K(y)は､｢経営改善

額｣｡)

3.毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金につい

ては､以下の数式により決定する｡

C(y)=L(y)十M(y)

(1)L(y)=L(y-1)xα(係数)

(2)M(y)=M(y)

L(y):一般管理費(①)を対象｡

M(y):特殊要因経費(⑬)を対象｡

【諸係数】

α(アルファ) ：効率化係数｡△1%とする｡

β(べ一夕) ：教育研究政策係数｡物価動向等の社会経済情勢等及ぴ教育研究上の必要性を総

合的に勘案して必要に応じ運用するための係数｡

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度おける具体的な係数値を決

定｡

なお､物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合に

は､一般管理経費についても必要に応じ同様の調整を行う｡

γ(ガンマ) ：教育研究組織係数｡学部･大学院等の組織整備に対応するための係数｡

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度おける具体的な係数値を決

定｡

ε(イプシロン)：施設面積調整額｡施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額｡

各事業年度の予算編成過程において当該事業年度おける具体的な係数値を決

定｡

λ(ラムダ) ：経営改善係数｡2%とする｡平成17年度以降､中期計画期間中に相当程度の収支改

善を求めるための係数｡

注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業

年度の運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され、決定さ

れる。

なお、運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、１７

年度以降は１６年度と同額として算出されるが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想

されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

注）施設整備費補助金、船舶建造補助金、国立大学財務・財務センター施設費交付金、長期借入

金収入は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）施設整備資金貸付金償還時補助金は、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）自己収入、産学連携等研究収入及び寄付金収入等については、過去三カ年の平均伸び率及び

過去三カ年における諸事情を勘案した値により試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄付金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費、施設整備費については、自己収入、運営費交付金、施設整備費補助金により試算し

た支出予定額を計上している。

注）産学連携等研究経費及び寄付金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄付金収入等により行

われる事業経費を計上している。
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注）長期借入金償還額については、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）運営費交付金算定ルールに基づく資産において「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」

は１とし、また、「施設面積調整額」については、面積調整はないものとして試算している。

２ 収支計画

平成１６年度～平成２１年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部

経常費用 222,998

業務費 190,014

教育研究経費 16,953

診療経費 63,164

受託研究費等 3,154

役員人件費 842

教員人件費 48,657

職員人件費 57,244

一般管理費 6,311

財務費用 9,853

雑損 0

減価償却費 16,820

臨時損失 0

収入の部

経常利益 236,433

運営費交付金 100,865

授業料収益 8,393

入学金収益 1,155

検定料収益 338

附属病院収益 111,438

受託研究等収益 3,154

寄附金収益 3,553

財務収益 0

雑益 641

資産見返運営費交付金戻入 3,196

資産見返寄附金戻入 83

資産見返物品受贈額戻入 3,617

臨時利益 0

純利益 13,435

総利益 13,435

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。

３ 資金計画

平成１６年度～平成２１年度 予算

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 250,747
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業務活動による支出 196,370

投資活動により支出 17,795

財務活動による支出 34,802

次期中期目標期間への繰越金 1,780

資金収入 250,747

業務活動による収入 235,690

運営費交付金による収入 106,574

授業料及入学金検定料による収入 10,144

附属病院収入 111,437

受託研究等収入 3,154

寄付金収入 3,695

その他の収入 686

投資活動による収入 13,277

施設費による収入 13,277

その他の収入 0

財務活動による収入 0

前期中期目標期間よりの繰越金 1,780

[注]施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事

業に係る交付金を含む。

前期中期目標期間よりの繰越金には、奨学寄附金に係る国からの承継見込額（１，７８０

百万円）が含まれている。

Ⅶ 短期借入金の限度額

○ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額

４９億円

２ 想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入

れすることも想定される。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

該当なし

Ⅸ 剰余金の使途

○ 決算において剰余金が発生した場合は、

・教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てる。

Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

施設・設備に関する計画

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財 源

・湯島地区総合研究棟新営工事 総額 施設整備費補助金

・小規模改修 １１，６８７ （１１，６８７）

（注１）金額については見込みであり、中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘
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案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることも

ある。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。

なお、各事業年度の施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営セン

ター施設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の変動が予想され

るため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等において決定される。

２ 人事に関する計画

・個人の業績を適切に評価し、評価結果を処遇に反映させるシステムを検討する。

・全学的視点から人件費管理を行い、人材の有効活用を検討する。

・労働安全衛生法に基づき健康安全管理組織体制を新たに構築し、作業環境測定等、労働安全

衛生管理の充実を図る。

・任期制の導入を促進し、教育研究の活性化を図る。

・職員の能力開発、専門性の向上のため、研修の充実を図る。

・任用制度及び給与制度の見直しを検討し教育研究の活性化を図る。

中期目標期間中の人件費総額見込み ９９，５６８百万円（退職手当は除く）

３ 中期目標期間を超える債務負担

中期目標期間を超える債務負担

（ＰＦＩ事業）

該当なし

（長期借入金）

（単位：百万円）

年度 中期目標 次期以降 総 債 務

H16 H17 H18 H19 H20 H21

財源 期間小計 償 還 額 償 還 額

長期借入金

3,199 3,251 3,348 3,447 3,599 3,710 20,554 34,236 54,790

償 還 額

（リース資産）

該当なし
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（別紙）

学 生 収 容 定 員

中期目標 中期計画

別表（学部、研究科等） 別表（収容定員）

学 医学部 医学部 ８３０人
部 歯学部 平 （うち医師養成に係る分野４７０人）

成 歯学部 ３９５人
研 医歯学総合研究科 16 （うち歯科医師養成に係る分野３７０人）
究 保健衛生学研究科 年
科 疾患生命科学研究部・ 度 医歯学総合研究科 ９３９人

生命情報科学教育部 うち修士課程 ７５人
博士課程８６４人

研 生体材料工学研究所 保健衛生学研究科 １００人
究 難治疾患研究所 うち修士課程 ５８人
所 博士課程 ４２人

疾患生命科学研究部 ８６人
生命情報科学教育部

うち修士課程 ６１人
博士課程 ２５人

医学部 ８３０人
平 （うち医師養成に係る分野４７０人）
成 歯学部 ４２０人
17 （うち歯科医師養成に係る分野３７０人）
年
度 医歯学総合研究科 ９５５人

うち修士課程 ９５人
博士課程８６０人

保健衛生学研究科 １００人
うち修士課程 ５８人

博士課程 ４２人
疾患生命科学研究部 １００人
生命情報科学教育部

うち修士課程 ６２人
博士課程 ３８人
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医学部 ８３０人
平 （うち医師養成に係る分野４７０人）
成 歯学部 ４５５人
18 （うち歯科医師養成に係る分野３７０人）
年
度 医歯学総合研究科 ９５１人

うち修士課程 ９５人
博士課程８５６人

保健衛生学研究科 １００人
うち修士課程 ５８人

博士課程 ４２人
疾患生命科学研究部 １０１人
生命情報科学教育部

うち修士課程 ６２人
博士課程 ３９人

医学部 ８３０人
平 （うち医師養成に係る分野４７０人）
成 歯学部 ４９０人
19 （うち歯科医師養成に係る分野３７０人）
年
度 医歯学総合研究科 ９５１人

うち修士課程 ９５人
博士課程８５６人

保健衛生学研究科 １００人
うち修士課程 ５８人

博士課程 ４２人
疾患生命科学研究部 １０１人
生命情報科学教育部

うち修士課程 ６２人
博士課程 ３９人

医学部 ８２０人
平 （うち医師養成に係る分野４７０人）
成 歯学部 ４８８人
20 （うち歯科医師養成に係る分野３７０人）
年
度 医歯学総合研究科 ９５１人

うち修士課程 ９５人
博士課程８５６人
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保健衛生学研究科 １００人
うち修士課程 ５８人

博士課程 ４２人
疾患生命科学研究部 １１７人
生命情報科学教育部

うち修士課程 ７６人
博士課程 ４１人

医学部 ８２０人
平 （うち医師養成に係る分野４８０人）
成 歯学部 ４８６人
21 （うち歯科医師養成に係る分野３７０人）
年
度 医歯学総合研究科 ９６６人

うち修士課程１１０人
博士課程８５６人

保健衛生学研究科 １００人
うち修士課程 ５８人

博士課程 ４２人
疾患生命科学研究部 １３３人
生命情報科学教育部

うち修士課程 ９０人
博士課程 ４３人


	国立大学法人東京医科歯科大学中期目標・中期計画一覧表
	予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

